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①　自治会・町内会等の地区団体（以下「地区団体」という）は、市に集会施設の建設や修繕にかかる事前相談を行う。
②　地区団体は、総会で所沢市コミュニティ活動推進事業を申請する旨の議決を得て、要望書を市へ提出する。
③　市は、要望書に基づき、事業の概要の確認を行い予算計上する。
④　地区団体から補助金等交付申請書が提出された場合、市は審査を行い補助金交付の可否を決定する。
⑤　地区団体は、交付決定後、工事請負契約を締結する。また、ハード事業だけでなく、ソフト事業を併せて実施する（平成２３年度より）。
⑥　市は、事業完了の実績報告を受けたときは、実地検査を行い、補助金の交付を行う。
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平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。
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②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

埼玉県市町村と地域団体との協働事業補助金交
付要綱
所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱

部課コード 050200 ℡

法定受託＋附加

事業コード
所沢市コミュニティ活動推進事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

050204

①事務事業名

終了年度 年度

地域づくり推進課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 地域づくり支援

■ □ □

年度

278

→

事業の種別

地域コミュニティ節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針 「新たな地域コミュニティの構築」に向けた推進プラン

地域に公民館(地域集会所)や公共施設のない地区は、コミュニティ活動の拠点の確保に苦慮してきた。このため、公共的施設を建設・修繕等し
たいという地区団体からの要望を受け、その費用の一部を補助する事業が開始された。

総合計画の体系 章 コミュニティ 地域コミュニティの支援

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

14,000

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

自治会・町内会等の地区団体 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠点となるコミュニティ施設を整備することで、地域の一体感の醸成や共通課題の解決といった、各地域で展開され
ている自主的なコミュニティ活動を推進するものである。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

278

17,759

人） （

0.58人 5,023

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

16,851

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.00

13,600

（ 0.00

27 年度平成

3,401

（千円） 年度 （千円）

17,000

13,450 12,736

（千円） 平成

団体

事業費合計

正規職員人件費

人）

0.39人

集会施設修繕・増改築事業 事業を利用した地区団体数

集会施設緊急修繕事業 事業を利用した地区団体数

2

団体 2

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

2

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

集会施設建設事業 事業を利用した地区団体数

％ 達成率 100 100

　 項目名 項目説明

成果指標 補助対象事業数

継続

今年度は、建設１件、増改築２件の事業補助を決定し実施している。
また、これまで地域集会施設の建設や修繕等の要望・相談をいただいた自治会に対し
て、事業実施に係る準備状況等を把握するため、調査を行ない次年度以降の実施団
体の絞り込みを行なう。

5

実 績 3 5
補助金の交付対象となった団体数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

地域づくり推進課長　千葉　裕之

終了

次年度予算

評価日 H28.8.12 評価者職氏名

理由
限られた予算の中で地区団体から出される地域集会施設の新築や修繕の要
望に充分に添えない実情がある。今後、他自治体の事例を参考にするなど、
効果的な助成方法等について、検討していく。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由
事業実施については、自治会から寄せられる相談内容（建設や修繕など）に
応じて実施している状況から、次年度の事業見込みでは予算としては実質縮
小となる。

拡大 縮小

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

今後も地域集会施設の新築・修繕事業については、補助金の助成要望が
増加すると見込まれることから、他自治体の事例や国や県の補助金制度等
を研究するなど、効果的な助成方法について検討していくとともに、空き家な
どの地域資源の活用についても研究していく。

自治会館等の修繕の補助をするにあたり、相談を受けた順に補助事業を実施している
ことから、現状としては相談から実施までに数年の待ち時間がある一方で、中には緊
急的な修繕の必要性がある案件（雨漏り等）もあることから、平成27年度から「緊急修
繕」の項目を整備し、自治会等の要望に対応した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

－

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


